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森業等の推進による山村地域の発展

ー森林・林業基本計画からー

今後の森林・林業・木材産業に関する施策の基本方向を明らかにする「森林・林業基

本計画」が６月５日に閣議決定された。

副題は 「 」となっている。、 百年つづく『森の国・木の街』へ

森林・林業基本計画は次のような構成になっている。

第１ 森林及び林業に関する施策についての基本的な方針

第２ 森林の有する多面的機能の発揮並びに林産物の供給及び利用に関する目標

第３ 森林及び林業に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

１ 森林の有する多面的機能の発揮に関する施策

（９）森業等の推進による山村地域の発展

第４ 森林及び林業に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

このうち 「森業等の推進による山村地域の発展」に関する部分を紹介する。、

第３森林及び林業に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

１ 森林の有する多面的機能の発揮に関する施策

（９）森業等の推進による山村地域の発展

ア 山村地域の内発的な発展

山村地域は、豊富な森林資源や美しい景観、伝統・文化等、有形無形の地域資源を

数多く有している。また、林業生産活動等を通じて森林の有する多面的機能を発揮す

るなど、安全で豊かな国民生活を支えている。こうした山村地域の移住・定住者が継

続的に生活を成り立たせていくためには、地域に存在する豊富で多様な森林資源を生

かし、人材と所得を確保していくことが重要である。

このため、効率的な林業生産活動の推進、付加価値の高い木材製品の生産力強化、

未利用材の熱利用等による地域内エコシステムの構築等により、林業・木材産業の成

長・発展を通じ、地域内の経済循環を推進する。また、多様な収入と就業の機会の確

保に向け、自伐型林業等の専ら自家労働等により木材生産等を実施する民間事業者の

取組や、きのこ、木炭、薪、竹、漆等の特用林産物、広葉樹、ジビエ等の地域資源の

活用と付加価値向上等を促進する。加えて、森林の総合的な活用を進め、山村地域の

所得の向上や豊かな森林づくりにつなげる森業を推進し、地域外の力を生かしつつ地

域の内発力を高めていく。

イ 山村集落の維持・活性化

山村地域を支える基礎的な社会は集落であり、それを構成する家々の協力が相互に
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結合して集落を成り立たせている。特に生活の基盤となる農林地の管理及び利用を協

働して行うことは、集落の維持・活性化を図る上で重要である。

このため、関係府省による住居、情報基盤、交通といったインフラの確保等に加え

て、農林地の適正な管理及び利用を図る施策を推進する。具体的には、復旧困難な荒

廃農地等への早生樹植栽等による継続的な管理と収入機会の創出、生活の身近にある

里山林の継続的な保全管理や利用等の協働活動を促進する。

ウ 森業の推進

近年、都市部の住民の多様な潜在的ニーズに対応した森林空間の活用や、カーボン

・クレジットの取引等を契機として適正な森林管理に取り組む動きが見られる。こう

した状況を踏まえ、文化的サービスを始めとする森林の多様な生態系サービスの提供

や活用を通じて、人と森林との関係を深めるとともに、林業と相まって森林所有者等

に利益を生み出し、豊かな森林づくりにつなげる取組として森業を推進する。

具体的には、関係府省連携の下、森林浴やトレイルライド等、健康、観光、教育等

様々な分野で森林空間を活用する森林サービス産業に加え、企業等による森林づくり

活動や研修フィールドとしての森林空間の活用、森林由来Ｊ－クレジット等の活用を

。 、通じた資金循環による森林整備を推進する 企業等による森林づくり活動については

環境保全への関心が高まっていることを踏まえ、森林の整備及び保全が森林の機能に

及ぼす効果に関する定量的な把握手法の調査、水源涵養機能等の定量評価の検討及び

普及、ＳＨＫ制度を活用した森林の二酸化炭素吸収機能の定量化等を推進する。カー

ボン・クレジットについては、森林由来Ｊ－クレジットに関するセミナー等を通じた

企業と地域との連携事例の発信等により、生物多様性の保全や地域経済への貢献とい

った非炭素プレミアム価値の訴求等を促進し、取引の更なる活性化を図る。

エ 移住・定住の促進及び関係人口の創出・拡大

我が国全体の人口が減少する中、山村集落の維持・活性化に向けては、移住・定住

の促進に加えて、山村地域やその住民と継続的かつ多様に関わる関係人口の創出・拡

大が効果的である。

このため、関係府省連携の下、特定地域づくり事業協同組合等の枠組みの活用や、

多様な人々の農林業体験等への参加を促進するとともに、林業高校や林業大学校への

就学、森業への参画、半林半Ｘ、地域おこし協力隊への参加等を契機とした移住・定

住や、ふるさと住民登録制度を活用した関係人口の充実を図る。また、緑の少年団の

活動等を通じ、幼少期からの森林環境教育等を推進することで、社会の担い手となる

子どもたちの森林や山村への理解や関心を高めていく。

さらに、林業研究グループの活動等により森業を推進し、森林の多様な活用を図る

とともに、森林環境譲与税を活用した都市部と山村地域とが交流する取組の横展開を

進める。


